
 

 

 

 

美深町自殺対策行動計画 
～誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して 
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自殺対策ロゴマーク 

 

人の横顔を４つ配置し、ゲートキーパーの役割となっている、 

「気づき」・「傾聴」・「つなぎ」・「見守り」を表しています。 

人のつながりが「いのち支える」という完結なメッセージとして 

表現しています。 

 

 

 

 

ロゴマーク「いのち支える」は、自殺対策のシンボルマークとして厚生労働省自殺 

対策推進室がデザイン・作成して、都道府県や市町村で活用されています。 

 

 

 

 



 

 

はじめに 

我が国の自殺対策は、平成 18年に自殺対策基本法が制定されて以降、大きく前進しました。

それまで「個人の問題」と認識されがちであった自殺は広く「社会の問題」と認識されるよ

うになり、国を挙げて自殺対策を総合的に重視した結果、自殺者数は 3 万人台から 2 万人台

に減少するなど、着実に成果をあげています。 

しかし、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、状況に変化が生じています。特に中高

年男性が自殺者数の大きな割合を占める状況は変わっていませんが、令和 2 年度には自殺の

要因となりうる様々な問題が悪化したことなどにより、特に女性や小中高生の自殺者数が著

しく増加し、総数は 11 年ぶりに前年を上回りました。令和 4 年には男性の自殺者数も 13 年

ぶりに増加し、小中高生の自殺者数は過去最多となっています。 

自殺者数が毎年 2 万人を超える水準で推移していることからも、非常事態はいまだ続いて

いると言わざるを得ません。 

 

平成 28年に自殺対策基本法が改正され、自殺対策が「生きることの包括的な支援」として

実施されるべく、全ての市町村が「自殺対策行動計画」を策定することとされ、さらに令和

４年に改正された自殺対策大綱では、自殺対策は社会における「生きることの阻害要因（自

殺のリスク要因）」を減らし、「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やす

ことを通じて、社会全体の自殺リスクを低下させる方向で、「対人支援のレベル」、「地域連

携のレベル」、「社会制度のレベル」それぞれにおいて強力に、かつ、それらを総合的に推進

するものとされています。 

自殺の多くは、経済や生活の問題をはじめ、健康や家庭の問題など様々な悩みが複雑に関

係し、心理的に追い込まれた末の死であると考えられており、個人の問題として片付けられ

ない社会的要因が背景にあります。 

このため、自殺は社会の努力で避けることのできる死であるとの認識のもと、失業や多重

債務、健康問題、家庭問題といった社会的リスクを減らし、同時に信頼できる人間関係づく

りなど、自己肯定感を高めることができるような取組を推進し、また、他の関連施策との連

携を強化しながら対策に取り組んでいくことが必要です。 

 

 本計画を町民の皆様や関係機関・団体の皆様にご理解いただき、自殺対策の本質が「生き

ることの包括的な支援」にあることを改めて確認し、「いのちを支える自殺対策」という理

念を前面に打ち出して、「誰も自殺に追い込まれることのないまち」、「やさしいまち美深」

を目指して自殺対策を推進します。 

 

 

令和６年７月             

                              美深町長 草野 孝治 
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第１章 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の趣旨 

わが国の自殺者数は、平成 10年以降、年間の自殺者が 3万人を超える水準で推移して

いましたが、平成 18年に自殺対策基本法が制定されて以降、自殺対策を総合的に推進し

た結果、全国的に自殺者数は減少傾向となっています。しかし、依然として自殺者数は

年間 2万人を超える方が自ら命を絶つという深刻な状態が続いています。 

北海道においても、国と同様に減少傾向はあるものの、自殺死亡率は全国平均を上回

り、依然として毎年 900 人余りの方が自らの尊い命を絶つという深刻な事態が続いてい

ます。 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であり、自殺の背景には、精神保健上の問題

だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤独・孤立などの様々な社会的

要因があることが知られています。 

自殺は、個人の問題では片付けられない社会的要因がその背景に潜んでいることから、

自殺対策は社会全体で取り組むことが大切です。 

美深町では、総合計画において「未来へ続く 笑顔あふれるまち」を将来像に掲げ、ま

ちづくりを推進しています。 

すべての町民が、心も体も経済的にも、健やかに暮らすことができるまちにするため、

「誰も自殺に追い込まれることのないまち」の実現を目指し、美深町全体で取組を推進

するよう、本計画を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、自殺対策基本法第 13条第 2項に基づき策定するもので、本計画は第 4期北

海道自殺対策行動計画及び美深町総合計画等の整合性を図るものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

   本計画の推進期間は、令和 6年度（2024）から令和 10年度（2028）までの 5年間とし

ます。なお、計画は必要に応じて見直しを行います。 

 

４ 計画の数値目標  

自殺総合対策大綱では、先進諸国の水準まで減少させることとして、今後 10年間にお

いて平成 27年の自殺死亡率 18.5（10万対）と比較して 30％以上減少させ、自殺死亡率

13.0以下にすることとしています。 

美深町総合計画 

●美深町データヘルス計画 

●美深町こども・子育て支援計画 

●美深町高齢者保健福祉計画・介護 

保険事業計画 

●美深町障がい者福祉計画等 

美
深
町
自
殺
対
策
行
動
計
画 

い
の
ち
を
支
え
る 

自殺対策基本法 

自殺総合対策大網 

北海道自殺対策行動 

計画 
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北海道においても国同様に 30％以上の減少とし、平成 28年の自殺死亡率 17.5（10万

対）と比較して令和 9年までに自殺死亡率 12.1以下を目標としています。 

美深町においては自殺者数が少ないため、自殺に追い込まれることが一人もでないこ

とを目標とします。 

 

第２章 美深町における自殺の現状と課題 

１ 美深町における自殺の現状 

（１）自殺者数の推移 

美深町の自殺者数は、平成 24 年（2012）～令和 4 年（2022）の 11 年間で 7 人でし

た。自殺者数 0人の年も増えています。 

 

ア 自殺者数 

    

 

 

 

 

イ 年代別性別自殺者数（H24（2012）～R4（2022））  

年代 男性 女性 計 

20 歳未満 0 人 0 人 0 人 

20 歳代 0 人 0 人 0 人 

30 歳代 1 人 0 人 1 人 

40 歳代 0 人 0 人 0 人 

50 歳代 2 人 0 人 2 人 

60 歳代 1 人 0 人 1 人 

70 歳代 0 人 0 人 0 人 

80 歳代以上 1 人 2 人 3 人 

計 5 人 2 人 7 人 

 

 警察庁自殺統計 厚生労働省人口動態統計 

対 象 総人口（日本における外国人を含む） 国内日本人のみ 

計上時点 自殺死体発見時点（認知時点） 死亡時点 

計上方法 死体発見時に自殺、他殺、事故死のいずれ

か不明の時は、その後の調査等により自殺

と判明した時点で計上する 

自殺、他殺、事故死のいずれか不明の時

は、自殺以外で処理しており、死亡診断書

等作成者から自殺の訂正報告がない場合は

自殺に計上しない 

＊地域自殺実態プロファイルの自殺の統計は「警察庁の自殺統計」と「厚生労働省の人口動態統計」があり、い 

ずれの統計も暦年（1月～12月まで）であるため、「付表 4 自殺者の推移」を活用 

＊地域自殺実態プロファイル付表 4 2017～2023 
【参考】 
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（2014）
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（2018）

R元

（2019）
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R3
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R4

（2022）

自殺者数
（人） 

＊地域自殺実態プロファイル付表 4 2017～2023 
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ウ 自殺死亡率 

地域自殺実態プロファイルによる自殺死亡率（10万対）の 5年平均自殺死亡率は

下がっていましたが、自殺者数の変動により死亡率が上がっている結果となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊地域自殺実態プロファイル（2017～2023） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 自殺者の背景にある主な危機経路 

地域自殺実態プロファイルによると、自殺した 7人の自殺までの主な危機経路を

みると、7人中 6人が自殺にいたる前はうつ状態でした。 

 

区分 背景にある主な自殺の危機経路 人数 

１ 〇〇→〇〇→〇〇→〇〇→うつ状態→自殺 ６人 

２ 〇〇→〇〇→〇〇→〇〇→身体疾患→自殺 １人 

 

 美深町 上川北部 北海道 全国 

2012（H24）～2016（H28） 12.5 24.0 20.9 - 

2013（H25）～2017（H29） 12.7 23.2 19.9 18.5 

2014（H26）～2018（H30） 12.9 22.6 19.0 17.6 

2015（H27）～2019（R 元） 4.4 18.7 18.5 16.8 

2016（H28）～2020（R2） 4.5 19.0 17.9 16.4 

2017（H29）～2021（R3） 4.6 19.4 17.9 16.3 

2018（H30）～2022（R4） 18.87 20.68 18.04 16.40 

0
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25

30

2 0 1 2（H 2 4）
≀

2 0 1 6（H 2 8 )

2 0 1 2（H 2 5）
≀

2 0 1 6（H 2 9 )

2 0 1 2（H 2 6）
≀

2 0 1 6（H 3 0 )

2 0 1 2（H 2 7）
≀

2 0 1 6（R元 )

2 0 1 2（H 2 8）
≀

2 0 1 6（R 2 )

2 0 1 2（H 2 9）
≀

2 0 1 6（R 3 )

2 0 1 2（H 3 0）
≀

2 0 1 6（R 4 )

自殺死亡率

美深町 上川北部 北海道 全国

（人） 

＊地域自殺実態プロファイル 2017～2023 

＊経路については各々の背景があるため、簡略化して標記 
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２ 自殺をめぐる分析 

（１）自殺の原因・背景について 

ア 自殺の原因動機別自殺者数の年次推移 

自殺の原因動機別自殺者数の年次推移からも「健康問題」が一番多く、次いで「家

庭問題」「経済・生活問題」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 自殺の危機経路 

自殺に追い込まれる背景（危機経路）には、失業、身体疾患、生活苦やうつ病など

様々な要因が複合的に絡まっていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊令和 3～4年中における自殺の状況（厚生労働省自殺対策推進室） 

資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省作成 

4,089 3,930 3,644 3,641 3,337 3,179 3,147 3,039 3,128 3,200
4,775

13,629 13,680 12,920 12,145
11,014 10,778 10,423 9,861 10,195 9,860

12,774

5,219 4,636
4,144

4,082
3,522 3,464 3,432 3,395 3,216 3,376

4,697

2,472
2,323

2,227
2,159

1,978 1,991 2,018
1,949 1,918 1,935

2,968

1,035
912

875
801

764 768 715
726 799 797

828

417

375 372

384 319 329 354
355 405

370

579

1,535
1,462

1,351
1,342

1,148 1,172 1,081
1,056 1,221 1,302

1,734

H 2 4

（ 2 0 12 ）

H 2 5

( 2 0 1 3 )

H 2 6

( 2 0 1 4 )

H 2 7

( 2 0 1 5 )

H 2 8

（ 2 0 16 ）

H 2 9

( 2 0 1 7 )

H 3 0

( 2 0 1 8 )

R 1

( 2 0 1 9 )

R 2

( 2 0 2 0 ）

R 3

( 2 0 2 1 )

R 4

( 2 0 2 2 )

自殺の原因・動機別自殺者数の年次推移

その他

学校問題

男女（交

際）問題

勤務問題

経済・生活

問題

健康問題

家庭問題

※自殺の原因・同期に関して、令和３年までは、遺書などの生前の言動を裏付ける資料がある場合に限り、自殺者一

人につき３つまで計上可能としていたが、令和４年からは、家族などの証言から考えうる場合も含め、自殺者一人につ

き４つまで計上可能とされた。 

30,000 

 

25,000 

 

20,000 

 

15,000 

 

10,000 

 

5,000 

＊自殺実態白書 2013（ＮＰＯ法人ライフリンク発行） 

 

（人） 
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ウ 美深町の気分（感情）障がいの実態 

名寄保健所統計によると、美深町の気分（感情）障がい（うつ病含む）で自立支援

医療（精神通院医療）を受給している数は、平成 24（2012）年を基準とすると約 1.4

倍に増加しています。 

うつ病は症状が軽い時は本人も周りも気づかないことが多いため、発病していて

も受診に結び付いていない方が潜在します。うつ状態の時を早期に発見し、悪化し

ないような対応をすることが自殺対策には有効です。 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

エ 美深町の事業所と従業者数の実態 

令和３年経済センサス活動調査によると、美深町の事業所数は 269か所で従業者

は 1,985人でした。そのうち、50人未満の事業所は 259事業所（96.3％）で、全

国の 96.0％と同様に圧倒的大多数が 50人未満の小規模事業所です。 

50人未満の小規模事業所については、ストレスチェック制度の義務がありませ

ん。 

そのため小規模事業所のメンタルヘルス対策としての連携も今後自殺対策には有

効です。 

 

 総 数 9 人以下 10～49人 50～99人 100人以上 出向・派遣 

事業所数（事業所） 269 216 43 3 2 5 

従業者数（人） 1,985 691 870 174 250 - 

     
（再掲） 

 総数 50 人未満の事業所 

事業所数 269 259（96.3％） 

全国の事業所数 5,156,063 4,949,737（96.0％） 

 
 
 
 
 
 
 

＊地域自殺実態プロファイル 2017～2023 

（自殺統計自殺者数） 
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（2017）

H30度

（2018）

Ｒ元度

（2019）

Ｒ2度
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Ｒ3度

（2021）

Ｒ4度

（2022）

気分（感情）障害

＊保健師活動計画書（上川総合振興局保健環境部名寄地域保健室） 

＊気分（感情）障害の中に、うつ病が含まれる（各年 12月 31日現在数） 

（人） 

＊令和 3年経済センサス活動調査 
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（２）美深町の自殺者の特徴と課題 

いのち支える自殺対策推進センターで作成した地域自殺実態プロファイルによる

と、2014（H24）～2022（R4）年に自殺した方は 7人でした。7人の自殺の特徴として

は、7人中 6人が自殺前にはうつ状態がありました。 

うつ状態になる前の背景には、失業や死別・離別、身体不調や過労、介護の疲れ、

借金からの生活苦など様々な背景がありました。 

また、有職や無職、年代や性別に関係なくそれぞれの背景による経過によって、う

つ状態となり自殺に至っています。 

自分自身がうつ状態になっていないかどうか気づけることや家族、職場、地域など

自分を取り巻く環境で誰かがうつ状態になっているかもしれない状態に早く気づく

ことができること（早期発見）、そして、うつ状態かもしれないときに受診を勧める

ことができること（早期治療）が重要です。 

うつ状態は個人の問題だけではなく、うつ状態にならない環境をつくる意識や、周

りがうつ状態になっている人を認識する意識を持つことが重要で、うつ状態の悪化予

防が自殺対策の一つとなり得ます。 

就労者のうつ状態を発見するきっかけとして、労働安全衛生法に基づくストレスチ

ェック制度が平成 27年（2015年）12月に施行されました。しかし、ストレスチェッ

ク制度の実施が義務付けられているのは労働者 50人以上の事業所です。 

全国の事業所の圧倒的大多数は中小規模の事業所が多い現状にあります。 

中小規模の事業所が多く、職場でメンタルヘルス対策を実施する専任スタッフを雇

うことが難しい状況といえます。 

50 人未満の小規模事業所においては、メンタルヘルス対策をとれるよう関係機関

との連携が求められます。 

最後に美深町の自殺者には、こどもの自殺者はいませんでした。こどもが自殺する

ことのないよう、こどもへの自殺対策も欠かせない取組です。 

 

３ これまでの取組と評価 

これまでの美深町の自殺対策としては、自殺予防週間に併せた広報での周知や名寄保

健所管内で作成した自殺予防カードを保健センターに配置を実施しました。 

平成 30年度に上川北部精神保健大会にて「生涯を通じた心の健康づくり～身近に起き

るうつ病のこと、地域で支える心の健康づくり～」と題した講演会を実施しました。 

また、自殺の原因に健康問題が一番多いことから、健康問題の解決として健康診断の受

診勧奨や生活習慣病予防のための保健指導を自殺対策として実施してきました。 

他にも健康相談の実施、妊婦のメンタルヘルス支援、特定健診受診をきっかけに精神疾

患を持つ人への介入、生活困窮者への健康問題解決への支援、元気アップサポーターの養

成講座や認知症サポーター養成講座、カフェ等、高齢者への支援を実施、必要に応じ町内

外の保健・医療・福祉・教育等の関係機関との連携を図ってきました。 

また、学校ではアンケートによるいじめの早期発見予防への取組を実施しています。

今後は地域自殺実態プロファイルや各種統計をはじめ、客観的な分析を踏まえながら 

町民一人ひとりが「いのちを支える」自殺対策の一助を担えるような認識と、行動を意

識化できる体制づくりを推進します。 
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第３章 自殺対策の基本的な考え方 

１ 自殺対策基本理念 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健上の問題だ

けでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの様々な社会的要因が

あり、自殺に追い込まれるという危険は誰にでも起こり得ることであるとともに、防ぐ

ことが出来る社会的な問題であるといえます。 

そのため、生きることの包括的な支援として、地域の住民や保健、医療、福祉、教育、

労働、その他の関連機関が実施する取組が連携し合い、社会全体の自殺リスクを低下さ

せるとともに、一人ひとりの生活を守るという姿勢が大切です。 

美深町は、「町民一人ひとりが、かけがえのない命を大切にし、ともに支えあい、安

心して暮らせる地域社会の実現」を本計画の基本理念とし、「誰も自殺に追い込まれる

ことのない社会の実現」を目指します。 

 

２ 基本方針 

町は自殺対策基本理念を踏まえ、次の方針に基づき対策を進めます。 
 

  （１） 生きることの包括的な支援を推進します 

  （２） 実践と啓発を両輪として推進し、総合的に取り組みます 

（３） 国、北海道、美深町、関係団体、民間団体、企業及び町民の役割を明確化し、そ

の連携・協力を推進します 

 

３ いのち支える自殺対策における取組 

地域自殺実態プロファイルでは、「高齢者」、「勤務・経営」、「こども・若者」、「生

活困窮者」に係る取組が推奨されました。町では子どもの頃から問題を抱えた時に対処

する方法や、助けを求めることのできる相談・支援先についての正確な情報等をあらか

じめ知っておくと、いざという時に役立つものと考え、こどもの頃からの支援を重点施

策として取り組みます。具体的な事業については、各部署からの意見を聞きながらとり

まとめます。 

国の「自殺総合対策大綱」や北海道の「自殺対策行動計画」を踏まえ、美深町における

保健・医療・福祉や教育、労働に関する機関・団体、警察、消防等と連携して、次の体系

に基づく施策を総合的に推進します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

①地域におけるネットワークの強化 

②自殺対策を支える人材の育成 

③住民への啓発と周知 

④生きることの促進要因への支援 

⑤児童生徒の SOSの出し方に関する教育 

①子ども・若者に対する自殺対策の推進 

②成人・就労者への支援 

③高齢者への支援 

④災害時の支援 

生きることの包括的な支援 

基本施策 重点施策 

施策体系図 
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（１）基本施策 

① 地域におけるネットワークの強化 

自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係やひきこもりなどの問題のほか、

地域・職場環境の変化等、様々な要因とその人の性格傾向、家族の状況等が複雑に

関係します。誰もが自殺に追い込まれることのなく安心して生きられるよう、精神

保健的な視点だけでなく社会的・経済的な視点を含む包括的な取組が重要です。 

そして、包括的に取り組むために、医療、保健、福祉、教育、労働その他の様々な

自殺対策に係る関係機関等の連携を図り、ネットワークを強化します。 

また、既存の会議・協議会において、各分野での情報共有や対策の検討の際に、本

人だけでなく自死遺族の方の支援も含めた視点で自殺対策に取り組みます。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

自殺対策推進本部会議 

【新規】 

自殺対策を総合的に実施できるよう庁内関係部

署の連携強化を図り、共通認識を持ちながら具

体的な施策・事業の展開に向けた横断的な体制

を推進する。 

また、各機関と連携を取りながら、自殺対策の

取組を促進し、顔の見える関係を構築する。 

保健福祉課 

（事務局） 

 

地域包括支援センターの運

営 

要支援者へのマネジメントや地域ケア会議での

困難事例検討において自殺リスクの高い方の情

報等を把握し、関係機関への紹介や担当部署と

の連携を図る。 

保健福祉課 

民生委員・児童委員事務 民生委員・児童委員には、同じ住民という立場

から気軽に相談できるという強みがあるため、

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相

談機関につなげる上で、地域の最初の相談窓口

となる。 

保健福祉課 

保護司会補助金 犯罪や非行に走る人の中には、日常生活上の問

題のほか、家庭や学校の人間関係にトラブルを

抱えており、自殺のリスクが高い方も少なくな

いため、保護司が適切な支援先へとつなぐ等の

対応を取る。 

保健福祉課 

母子保健対策事業 

（要保護児童対策協議会） 

要保護児童、特定妊婦、児童虐待を受けている

子どもが必要な相談支援を受けられるよう関係

機関との連携と情報共有と支援の検討を行う。 

保健福祉課 

障害者ケア会議 

 

障害がある方とその家族が地域で安心して生活

を送ることができるよう自殺対策の視点を加え

検討する。 

美深福祉会 

高齢者虐待防止ネットワー

クの運営 

高齢者ケアを行う家族の負担が大きい場合は、

共倒れが生じる危険性があるため、ネットワー

ク構成員により、懸念のある世帯の情報を提供

してもらい早期介入を行う。 

保健福祉課 

SOSネットワークの運営 認知症のケアをする家族にかかる負担は大きな

ものがあり、介護の中で共倒れに至る危険性が

あるため、懸念のある世帯については、担当部

署と情報共有のうえ、異変があった際は早期介

入を行う。 

保健福祉課 
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② 自殺対策を支える人材の育成 

様々な悩みや生活上の困難を抱える人に対して誰もが早期の「気づき」に対応で

きるよう、地域での支えとなる町民や様々な職種を対象とした研修会を開催し、地

域の人材の育成と関係機関の相談員の資質の向上を図ります。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

ゲートキーパー研修 

【新規】 

周りの人の異変に気付くこと、またその場合に

適切に行動できるよう様々な分野（町職員、民

生委員、保健推進員、町民、商工業者等）の各

関係団体を対象としたゲートキーパー研修会を

開催し、生活面で深刻な問題を抱えている人に

寄り添いながら支援できる人を増やす。 

保健福祉課 

総務課等 

保健所 

認知症サポーター養成講座 様々な職種や町民を対象に認知症について正し

い理解を深め、認知症の人やその家族を温かく

見守り応援する認知症サポーターを養成する。 

保健福祉課 

元気あっぷサポーター養成

講座 

精神的に不安定など気になる高齢者を従事者が

発見した時に情報提供してもらい、早期に自殺

の原因になる情報をキャッチする。 

保健福祉課 

職員の研修事業 職員研修に自殺対策に関する研修を導入する。 総務課 

③ 町民への啓発と周知 

自殺に追い込まれる人の心情や背景が理解されにくい現状があり、そうした心情

や背景への理解を深め、自殺の問題は一部の人や地域だけの問題ではなく、誰でも

当事者となり得る重大な問題であるということの意識の普及啓発を行います。 

いのちや暮らしの危機に陥った場合には、誰かに援助を求めることが適切である

ということが町民の認識となるように、積極的に自殺に関する正しい認識を広げま

す。 

また、自殺を考えている人の存在に気づき必要な支援につなげるため、自殺予防

の普及啓発と心の健康に関する相談窓口の周知活動を行います。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

広報・公聴活動事業 「ゲートキーパーの役割」や「地域自殺対策の

取組」等をメニューに加えることで住民への啓

発の機会をつくる。 

各課 

行政の情報提供・広聴に関

する事務 

（広報等による情報発信） 

住民が地域の情報を知る上で最も身近な情報媒

体であり、自殺対策の啓発として、総合相談会

や居場所活動などの各種事業・支援策などに関

する情報を直接住民に提供する機会とする。 

各課 

健康増進事業 

（健康相談・電話相談） 

心身についての健康相談を実施し、必要に応じ

て専門機関に繋ぐ 

保健福祉課 

健康増進事業 

（健康教育） 

 

心の健康についての講話依頼を行う団体に対し

て集団指導を行い、うつ病・心の健康について

情報を発信し普及啓発を行う。 

保健福祉課 

発達障害相談センターの相

談事業 

発達障害を抱えた人や家族は、日常生活で様々

な生きづらさを抱え、自殺リスクの高い方もお

り、相談の機会があることで、相談者の抱える

保健福祉課 
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問題を把握し、適切な支援機関につなぐ機会と

する。 

適正な課税と公平な徴収の

推進 

（納税相談） 

納税相談に訪れ、生活面で深刻な問題を抱えて

いる人に対し、必要に応じて他の相談窓口を案

内する。 

住民生活課 

 

④ 生きることの促進要因への支援 

自殺対策には、個人においても社会においても「生きることの阻害要因」を減ら

す取組に加え、「生きることの促進要因」を増やす取組を行うことが必要です。 

生活上の困りごとを察知し連携して解決を図る支援、相談や居場所づくり等に関

する対策を推進します。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

消費生活相談等事業 日常生活等において問題を抱えていることに対

して解決に向けた相談・助言を行う。 

住民生活課 

子育て総合支援事業 

（つどいの広場事業） 

就学前の子をもつ保護者と子どもに対し、支援

の場の提供や遊び場の開放、相談、子育てに関

する講話の機会を提供し、家庭を含めた様々な

問題点を察知し、必要な支援につなげる。 

保健福祉課 

各種健診・予防保健事業 

（基本健診・各種がん検診） 

健康の保持増進及び病気の早期発見早期治療を

目的とした基本健診・各種がん検診を受けるこ

とにより、自らの健康の保持増進を図り、病苦

を起因とした自殺リスクの軽減につなげる。 

保健福祉課 

健康増進事業 

（生活習慣病予防事業） 

 

健康診断結果から健康状態及び生活や精神状態

の確認を行い、必要に応じて支援をすることで

病苦を起因とした自殺リスクの軽減につなげ

る。 

保健福祉課 

高齢者への総合相談 相談内容から精神疾患等が疑われる場合は専門

機関への紹介や担当部署との連携を図る。 

保健福祉課 

認知症カフェ 
（オレンジかふぇ） 

認知症の当事者やその家族と従事者が悩みを共

有し、情報交換を行うことで参加者のストレス

軽減の場とする。 

保健福祉課 

生涯学習環境事業 町民のライフスタイルに応じた学習機会の整備

と充実を図り、生涯学習の中で、自殺対策講座

を開講することで、情報の周知徹底と問題に対

する住民の理解を促進する。 

保健福祉課 

障がい者相談員による相談

業務 

各種障がいを抱えて地域で生活している方は、

生活上の様々な困難に直面する中で、自殺のリ

スクが高まる場合もあり、察知・把握したとき

に適切な支援先につなぐ等、相談員がつなぎ役

としての役割を担う。 

保健福祉課 

 

⑤ 児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育の推進 

教育現場と連携し、悩みを抱える児童生徒が、助けを求められる体制を整えると

ともに、直面する問題に対処する力や生きていく力を身につけることができるよう

に、心の健康づくりを推進します。 
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事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

学校運営協議会事業 

 

学校運営協議会を開催することにより、学校、家

庭、地域が相互理解し、問題解消や悩みの早期発

見と改善を図る。 

教育委員会 

特別支援教育推進事業 障がいのある児童生徒の活動支援を行うことに

より、児童生徒及び保護者の悩みや負担軽減を図

る。 

教育委員会 

 

（２）重点施策 

① こども・若者に対する支援 

これまで、本町において 20歳未満の自殺者はいませんが、全国では、小中高生の

自殺者が増えており、令和 4 年度の小中高生の自殺者は 514 人と過去最多となりま

した。若年層の死因に占める自殺の割合は高いことから若年層の自殺対策が課題と

なっています。 

平成 28年 4月の自殺対策基本法の改正により、学校における SOSの出し方に関す

る教育の推進が盛り込まれ、更に令和 6 年 6 月には「こどもの自殺対策緊急強化プ

ラン」において、こどもの自殺対策の柱として全国への設置を目指すことがうたわ

れ、令和 4 年 10 月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」にも学校、教育委員会、

町の自殺対策担当者ほか関係機関がチームとして連携して子どもの自殺対策にあた

ることができる仕組みの設置や運営に関する支援を行い、自殺リスクが高い子ども

への緊急対応について相談を行える体制を構築するよう盛り込まれています。 

「生きることの促進要因」には、自己肯定感や信頼できる人間関係、危機回避能力

等があり、これらを増やすことで自殺リスクを低下させることができます。 

孤立の防止、被害者支援、子どもを対象としたものなど、目的に応じた居場所づ

くりを推進し、困りごとや不安を抱えた人が地域とつながり、支援できる環境を整

えます。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

学校運営協議会事業 

 

学校運営協議会を開催することにより、学校、家

庭、地域が相互理解し、問題解消や悩みの早期発

見と改善を図る。 

教育委員会 

特別支援教育推進事業 障がいのある児童生徒の活動支援を行うことに

より、児童生徒及び保護者の悩みや負担軽減を図

る。 

教育委員会 

 

② 成人・就労者への支援（生活困窮者・事業所・労働者） 

生活困窮者は、単に経済的な問題だけでなく、心身の健康や家族等との人間関係、

引きこもりなど、さまざまな問題を抱えていることが考えられ、自殺のリスクが高

い傾向にあります。 

生活困窮者自立支援制度に基づく支援と、自殺対策施策が緊密に連携し、経済や

生活面のほか、心の健康などの視点も含めた包括的な支援を推進します。 
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町税及び各種料金徴収業務を通じ、生活困窮者の早期発見・対応と、無職者・失業

などが抱える多様な問題に対する支援を推進します。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

民生委員・児童委員事務 

（再掲） 

民生委員・児童委員には、同じ住民という立場

から気軽に相談できるという強みがあるため、

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相

談機関につなげる上で、地域の最初の相談窓口

となる。 

保健福祉課 

消費生活相談等事業 

（再掲） 

日常生活等において問題を抱えていることに対

して解決に向けた相談・助言を行う。 

住民生活課 

適正な課税と公平な徴収の

推進 

（納税相談）（再掲） 

納税相談に訪れ、生活面で深刻な問題を抱えて

いる人に対し、必要に応じて他の相談窓口を案

内する。 

住民生活課 

ゲートキーパー養成講座 

（再掲） 

周りの人の異変に気付くこと、またその場合に

適切に行動できるよう様々な分野（町職員、民

生委員、保健推進員、町民、商工業者等）の各

関係団体を対象としたゲートキーパー研修会を

開催し、生活面で深刻な問題を抱えている人に

寄り添いながら支援できる人を増やす。 

保健福祉課 

各種健診・予防保健事業 

（基本健診・各種がん検診） 

（再掲） 

健康の保持増進及び病気の早期発見早期治療を

目的とした基本健診・各種がん検診を受けるこ

とにより、自らの健康の保持増進を図り、病苦

を起因とした自殺リスクの軽減につなげる。 

保健福祉課 

健康増進事業 
（生活習慣病予防事業） 

（再掲） 

健康診断結果から健康状態及び生活や精神状態

の確認を行い、必要に応じて支援をすることで

病苦を起因とした自殺リスクの軽減につなげ

る。 

保健福祉課 

 

③ 高齢者への支援 

高齢者は経済的な問題を抱えやすく、また身体的・心理的な理由から閉じこもり

やうつ状態になりやすいことや地理的環境から冬季間の積雪により、孤立・孤独に

陥りやすいことから、地域包括ケアシステムの構築や地域福祉事業者と連携した事

業を進める必要があります。 

高齢者特有の課題を踏まえつつ、多様な背景や価値観に対応した支援、働かきか

けが必要なため、様々な社会資源を活用し、健康問題の悪化防止及び居場所づくり

など、孤立化しない地域づくりに向け、民生委員や地域ボランティアなどとともに

包括的な支援を推進します。 

 

事業名 自殺対策の取組を推進するために行うこと 
担当部署 

関係機関 

健康増進事業 

（健康相談・電話相談） 

（再掲） 

心身についての健康相談を実施し、必要に応

じて専門機関に繋ぐ。 

保健福祉課 

健康増進事業 

（健康教育） 

（再掲） 

心の健康についての講話依頼を行う団体に対

して集団指導を行い、うつ病・心の健康につい

て情報を発信し普及啓発を行う。 

保健福祉課 
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健康増進事業 
（生活習慣病予防事業） 

（再掲） 

健康診断結果から健康状態及び生活や精神状

態の確認を行い、必要に応じて支援をすること

で病苦を起因とした自殺リスクの軽減につな

げる。 

保健福祉課 

民生委員・児童委員事務 

（再掲） 

民生委員・児童委員には、同じ住民という立場

から気軽に相談できるという強みがあるため、

地域で困難を抱えている人に気づき、適切な相

談機関につなげる上で、地域の最初の相談窓口

となる。 

保健福祉課 

高齢者の健康づくりと地域交

流の場の充実 

現在ある老人クラブや COM カレッジ 110 美深

大学、グループ活動、サロン事業などについて

周知し、孤立を防ぎ、生きがいのある生活がで

きるよう支援する。 

保健福祉課 

地域包括支援センター・関係

機関との連携 

 

地域で暮らす高齢者の個別課題について把握

し、関係機関がケア会議等で共有、連携するこ

とで自殺に追い込まれないよう支援する。 

保健福祉課 

元気あっぷサポーター養講座 

（再掲） 

精神的に不安定など気になる高齢者を従事者

が発見した時に情報提供してもらい、早期に自

殺の原因になる情報をキャッチする。 

保健福祉課 

 

④ 災害時の支援 

防災担当者と連携し必要物品の準備や高齢者、障がい者などの要援護者がスムー

ズに避難生活を送れるように名簿の管理を行い、避難時に早期に心のケアが実施で

きるよう、名寄保健所と連携し支援体制を構築、推進します。 
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（３）生きる支援関連施策 

ア 人と自然が調和する快適で安全なまち 

事業名 事業概要 
自殺対策の取組を 

推進するために行うこと 
主な対象 

担当 

課・係 

基本施策 重点施策 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

人
材
育
成 

啓
発
と
周
知 

生
き
る
支
援 

児
童
生
徒 

子
ど
も
・
若
者 

成
人
・
就
労
者 

高
齢
者 

災
害
時 

循環型社会 

推進事業 

 

ごみ収集運搬事業 ▼ごみ収集運搬事業において、家庭の

ごみ取集の際に、ゴミが排出されなく

なった家庭を把握することで、自殺企

図の可能性を早期に察知する。 

全町民 住民生活課 

生活環境 G 
●     ● ● ●  

水道料金徴 

収業務 

料金滞納者に対する料金徴

収業務 

▼滞納者の生活状況の把握に努め、分

納等の対応を行う際に、自殺に関連す

る情報を関係部署につなげる。 

生活困窮 

者 

建設水道課 

水道住宅 G 

上下水道係 

●   ●  ● ● ● ● 

町道施設整 

備事業 

道路橋りょう施設保全に関

する事業 

▼道路維持委託業者において巡回時

に、自殺企図行動をしようとしている

方を早期に発見し相談機関に結び付け

る。 

全町民 建設水道課 

建設林務 G 

維持管理係 
●        ● 

公営住宅長

寿命化事業 

 

自己所有住宅の維持管理が

難しくなってきた高齢者世

帯に対する公営住宅等への

入居誘導 

▼除雪等困難な高齢者世帯について、

公営住宅等に誘導することで、それら

の問題の解決を図る。 

高齢者世 

帯 

建設水道課 

水道住宅 G 

上下水道係 
●   ●    ●  

住宅に困窮する低所得者に

対して低廉な家賃で賃貸す

ることにより、住民生活の

安定と社会福祉の増進に寄

与 

▼住宅困窮者に対する相談内容につい

て情報共有を図り、最適な住居に入居

できるよう対応する。 

住宅困窮 

者 

建設水道課 

水道住宅 G 

上下水道係 ●   ●   ● ●  

公営住宅等の維持管理業務 ▼入居者の使用実態の把握に努め、適

正な住宅使用の指導等を行い、退去時

の修繕費の発生を抑えつつ、実態把握

の際に自殺に関連する情報を関係部署

につなげる。 

公営住宅

等入居者 

建設水道課 

水道住宅 G 

住宅係 ●   ●   ● ● ● 

公営住宅事 

務 

公営住宅等の使用料徴収業

務 

▼滞納者の生活状況の把握に努め、分

納等の対応を行う際に、自殺に関連す

る情報を関係部署につなげる。 

公営住宅

等入居者 

建設水道課 

水道住宅 G 

住宅係 

●   ●   ● ●  

公園緑地管 

理事業 

・公園の管理に関する事業 

・公園施設の維持補修に関

する事業 

・公園等の整備に関する事

業 

▼指定管理者において、公園施設の巡

回時に自殺企図行動をしようとしてい

る方を早期に発見し相談機関に結び付

ける。 

全町民 建設水道課 

建設林務 G 

建築係 ●        ● 

搬送事例検 

討会 

 

搬送症例を都度検討し、救

命率の向上等を目指す 

▼死亡症例以外の搬送症例を検討する

ことで、自殺企図後の対応について関

係機関と連携を図り再発予防につなげ

る。 

救急隊員 消防署 

●  ●     ● ● 

消防団活動 

の推進 

救急救命士及び救急隊員の

育成 

▼精神疾患の知識等を再認識し、自殺

対策への対応、スキルの向上を図る。 

救急隊員 消防署 
 ●        

消費生活相 

談等事業 

住民の相談事業 ▼日常生活等において問題を抱えてい

ることに対して解決に向けた相談・助

言を行う。 

全町民 住民生活課 

● ● ● ●   ● ●  

人権啓発事 

業 

 

住民の相談事業 ▼人権に関する日常の問題を人権擁護

委員に相談することで解決につなげ

る。 

全町民 住民生活課 

生活環境 G 

戸籍年金係 

 ● ●       

交通安全事 

業 

交通安全啓発事業 ▼交通事故の加害者や被害者になるこ

とを未然に防止するための啓発を行

う。 

全町民 住民生活課 

生活環境 G 

環境生活係 

●  ●      ● 

防犯対策事 

業 

防犯対策啓発事業 ▼詐欺等の被害を未然に防ぐための啓

発を行う。 

全町民 住民生活課 

生活環境 G 

環境生活係 

●  ●       

無料法律相 

談事業 

住民の相談事業 ▼日常生活において問題を抱えている

方に対して法律の視点から問題解決に

向けた取組を行う。 

全町民 住民生活課 

生活環境 G 

環境生活係 

●  ●    ● ●  
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イ 地域産業の新たな飛躍へ挑戦するまち 

 

ウ 次代を生き抜く力と豊かな心を育むまち 

事業名 事業概要 
自殺対策の取組を 

推進するために行うこと 
主な対象 

担当 

課・係 

基本施策 重点施策 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

人
材
育
成 

啓
発
と
周
知 

生
き
る
支
援 

児
童
生
徒 

子
ど
も
・
若
者 

成
人
・
就
労
者 

高
齢
者 

災
害
時 

幼児センタ

ー運営事業 

幼児教育・保育事業 

・０～２歳児の保育 

・３～５歳児の教育・保育 

▼多様化する保護者の就労状況や家庭

環境に対応するための保育機能の充実

を図るとともに、保育・育児相談を実施

し、保護者の子育ての悩み等の解消に

つなげる。 

子育て世 

代の親 

幼児センタ 

ー 

     ●    

子育て支援

事業 

子育て支援事業 

・一時保育 

・預かり保育 

・時間外保育 

・子育て支援室 

▼安心して子どもを預けられる環境を

整え、子育て支援室を中心に、遊びの広

場、仲間づくり、子育てに対する不安や

悩みの解消に向けた相談等を実施す

る。 

子育て世 

代の親 

幼児センタ 

ー 

●   ●  ●    

山村留学推

進事業 

山村留学制度推進 

 

▼山村留学を通じ、小規模校の特色を

活かした教育や地域住民との交流の中

から、子どもたちの潜在的な悩みなど

を察知し、早期相談につなげる。 

山村留学 

生 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
●     ●    

青少年教育

交流事業 

教育交流事業 

 

▼次世代を担う青少年の人格形成や青

少年リーダーの育成を行うなか、子ど

もたちの潜在的な悩みなどを察知し、

早期相談につなげる。 

小中学生 教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
● ●    ●    

児童生徒就

学支援事業 

・児童生徒就学支援事業 

・育英資金事業 

 

▼就学困難と認められる児童生徒保護

者への負担軽減、育英資金事業による

教育の機会均等を図ることにより、家

庭が抱える悩みの軽減を図る。 

児童生徒 

保護者 

 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
   ●  ●    

教育活動・

研究推進事

業 

教育推進事業 

 

▼児童生徒への学習機会の均等を図る

ことから、検定費用の一部を助成する

ことにより、家庭への負担軽減を図る。 

児童生徒 

保護者 

 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 

●  ● ● ● ●    

スクールバ

ス事業 

スクールバス運行業務 

 

▼辺地における幼児、児童及び生徒の

交通手段の確保、地域住民の福祉の向

上を図ることにより、移動手段の問題

が解消され心身の負担軽減を図る。 

児童生徒 

保護者 

全町民 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
●   ● ● ●    

学校給食運

営事業 

給食の提供 ▼給食の提供により、適切な栄養摂取

による児童生徒の心身の健全な育成、

家庭への負担軽減が図られ、食に対す

る子育ての悩み等を解消する。 

児童生徒 

保護者 

 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
●   ● ● ●    

学校施設整

備 

学習環境の整備 

 

▼学校施設整備を計画的に推進するこ

とにより、児童生徒の危険回避、環境面

と衛生面の向上により、心身のストレ

ス軽減を図る。 

児童生徒 

保護者 

全町民 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
●   ● ● ●    

事業名 事業概要 
自殺対策の取組を 

推進するために行うこと 
主な対象 

担当 

課・係 

基本施策 重点施策 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

人
材
育
成 

啓
発
と
周
知 

生
き
る
支
援 

児
童
生
徒 

子
ど
も
・
若
者 

成
人
・
就
労
者 

高
齢
者 

災
害
時 

森林管理に

関する事業 

・森林管理に関する事業 

・森林整備に関する事業 

▼森林管理巡視を実施することで、自

殺企図行動をしようとしている方を早

期に発見し相談機関に結び付ける。 

全町民 建設水道課 

建設林務 G ●        ● 

勤労者福祉

資金貸付事 

業 

住民の生活安定のため、差

し迫って必要とする生活資

金を迅速かつ低利で貸付 

▼資金の貸与時に、当人と対面し聞き

取り等を行う機会があれば、困難な状

況に陥った背景や原因等を把握し、支

援先につなげる。 

全町民 企画商工観

光課 

経済産業 G 

商工観光係 

●  ● ●  ● ●   
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教育環境整

備 

学習環境の整備 

 

▼学習環境整備を計画的に推進するこ

とにより、児童生徒の学習能力の向上、

授業の充実と能力の向上が図られ、児

童生徒及び教職員のストレスの軽減に

つなげる。 

児童生徒 

保護者 

全町民 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 ●   ● ● ●    

学校運営協

議会事業 

学校運営協議会の開催 

 

▼学校運営協議会を開催することによ

り、学校、家庭、地域が相互理解し、問

題解消や悩みの早期発見と改善を図

る。 

児童生徒 

保護者 

全町民 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
●   ● ● ●    

特別支援教

育推進事業 

特別支援教育の推進 

 

▼障がいのある児童生徒の活動支援を

行うことにより、児童生徒及び保護者

の悩みや負担軽減を図る。 

児童生徒 

保護者 

全町民 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 

●    ● ●    

高等学校教

育推進事業 

・美深高等学校教育振興協

議会負担金 

・美深高等学校卒業生奨学

金 

・美深高等養護学校協力会

事業補助金 

▼道立学校の存続支援により、一定数

の生徒が確保され、次代を生き抜く力

と豊かな心を育む。 

生徒 

保護者 

教育委員会 

教育 G 

学校教育係 
●    ● ●    

家庭・地域

教育推進事

業 

・親子食育料理教室 

・親子ふれあいフェスタ 

 

▼親子間の共通話題やふれあいによる

親子の絆を深め、子育ての悩み等の解

消につなげる。 

全町民 

※主に子 

育て世代 

の親子 

教育委員会 

教育 G 

社会教育係 
●    ● ●    

放課後健全

育成事業 

・児童館運営 

・放課後児童クラブ 

・放課後子ども教室 

▼多様な家庭環境のニーズに対応する

ため、児童館、児童クラブ、子ども教室

により、放課後や休日に子供たちが安

心して過ごすことができる居場所づく

りを推進し、子どもたちの潜在的な悩

みなどを察知し、早期相談につなげる。 

小中学生 教育委員会 

教育 G 

社会教育係 
●    ● ●    

生涯学習環

境事業 

・生涯学習教室 

・公民館講座 

・ＣＯＭカレッジ 110美深

大学 

▼町民のライフスタイルに応じた学習

機会の整備と充実を図り、生涯学習の

中で、自殺対策講座を開講することで、

情報の周知徹底と問題に対する住民の

理解を促進する。 

全町民 

 

教育委員会 

教育 G 

社会教育係 ●  ● ●   ● ●  

図書室運営

事業 

・図書購入事業 

・図書室スタンプラリー 

・読書感想文コンクール 

▼図書室の蔵書充実、利用しやすい環

境整備を推進し、自殺対策強化月間等

の際に、町民に対する情報提供の場と

して利用する。 

全町民 

 

教育委員会 

教育 G 

社会教育係 
  ●  ● ●  ●  

青少年健全

育成事業 

青少年育成協議会事業 

 

▼青少年育成協議会、青少年問題協議

会において、青少年層の抱える問題や

自殺の危険等に関する情報を共有し、

実務上の連携の基礎を気付く。 

小中学生 教育委員会 

教育 G 

社会教育係 
●  ●  ● ● ●   

芸術・文化

活動事業 

・文化ホール自主事業 

・文化ホール助成事業 

▼町民が優れた芸術文化に広く触れる

機会と鑑賞機会の充実により、外出機

会が確保されて心身のリフレッシュ効

果を高める。 

全町民 

 

教育委員会 

教育 G 

社会教育係 
  ●  ● ● ● ●  

スポーツ推

進事業 

・町民大運動会 

・町民健康マラソン大会 

・全町ミニバレーボール大

会 

・各種スポーツ教室 

▼町民の交流・親睦を図り、地域の活性

化やスポーツを通じ、心のリフレッシ

ュと、体の健康維持を促進する。 

一般町民 

 

教育委員会 

教育 G 

体育振興係   ●   ● ● ●  

スポーツ団

体育成事業 

・美深町スポーツ協会運営 

事業補助（大会開催補助

含む） 

・ＮＰＯ法人びふかスポー

ツクラブ運営事業補助 

▼美深町スポーツ協会を中心とするス

ポーツ競技団体の育成、NPO法人びふか

スポーツクラブによる多様な町民ニー

ズに応じたスポーツ機会の提供等によ

り、町民の健康増進やスポーツ活動を

通じた元気で明るいまちづくりによ

り、自殺リスク軽減につなげる。 

一般町民 

 

教育委員会 

教育 G 

体育振興係 

●  ●  ● ● ● ●  

こどもスポ

ーツ未来基

金 

こどもスポーツ未来基金 

 

▼青少年のスポーツ・文化活動全般を

助長し、広くスポーツ・文化に親しめる

環境をつくり、スポーツ・文化活動を通

じて、青少年が抱える問題解消や悩み

の早期発見と改善を図る。 

18歳以下 

の町民 

教育委員会 

教育 G 

体育振興係 ●  ●  ● ●    
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エ 健やかに安心して暮らせるまち 

事業名 事業概要 自殺対策の取組を 

推進するために行うこと 

主な対象 担当 

課・係 

 

基本施策 重点施策 

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク 人
材
育
成 

啓
発
と
周
知 

生
き
る
支
援 

児
童
生
徒 

子
ど
も
・
若

者 成
人
・
就
労
者 

高
齢
者 

災
害
時 

健康づくり

の推進 

健康増進事業 

（健康相談・電話相談含

む） 

▼心身についての健康相談を実施し、

必要に応じて専門機関に繋ぐ。 

全町民 保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 

●  ● ●  ● ● ● ● 

健康増進事業 

（健康教育） 

 

▼心の健康についての講話依頼を行う

団体に対して集団指導を行い、うつ病・

心の健康について情報を発信し普及啓

発を行う。 

全町民 保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 
● ●  ●  ● ● ● ● 

健康増進事業 

（生活習慣病予防事業） 

 

▼健康診断結果から健康状態及び生活

や精神状態の確認を行い、必要に応じ

て支援をすることで病苦を起因とした

自殺リスクの軽減につなげる。 

全町民 保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 
  ● ●  ● ● ●  

指定難病患者等通院交通費

助成事業 

 

▼指定難病、特定疾患、小児慢性特定疾

患のための通院・入院交通費の一部助

成により、経済苦に起因した自殺リス

クの軽減につなげる。 

特定医療

費（指定

難病）受

給者証、

特定疾患

医療受給

者証、小

児慢性特

定疾病医

療受給者

証の交付

を受けて 

いる者 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 

  ● ●  ● ● ●  

各種健診・予

防保健事業 

基本健診・各種がん検診 

 

▼健康の保持増進及び病気の早期発見

早期治療を目的とした基本健診・各種

がん検診を受けることにより、自らの

健康の保持増進を図り、病苦を起因と

した自殺リスクの軽減につなげる。 

全町民 

 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係   ● ●  ● ● ●  

地域医療・福

祉体制整備

事業 

美深町保健師等修学資金及

び就業一時金貸付制度 

（修学資金の貸付） 

（就業一時金の貸付） 

 

▼保健師等の修学に必要な資金を貸付

し、安定した人材の確保のほか、経済的

支援を図る。 

▼保健師等の就業時に必要な一時金を

貸付し、安定した人材の確保のほか、経

済的支援を図る。 

保健師 

看護師 

准看護師 

社会福祉士 

精神保健福 

祉士 

介護福祉士 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 

●  ●    ●   

母子保健対

策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子保健事業 

（母子健康手帳交付） 

 

▼妊婦に母子健康手帳を交付する機会

の中で、妊娠期から産後うつのリスク

を早期に把握する。 

妊婦 保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 

●     ●    

母子保健事業 

（妊婦健康診査費用助成） 

 

▼妊娠前期・中期・後期に妊婦健康診査

受診券を発行し、妊婦健康診査に係る

経済的支援と面談の機会を得ること

で、様々な問題点を早期に察知し、必要

な支援につなげる。 

妊婦 保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 ●  ● ●   ●   

母子保健事業 

（妊婦健康相談） 

 

▼妊娠初期・中期・後期の妊婦健康相

談、栄養相談、電話相談を実施。妊娠期

の面談を通して、メンタル面の変化を

とらえ、産後うつのリスクを早期に把

握する。 

妊婦 保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 ●  ● ●   ●   

母子保健事業 

（産婦健康診査費用助成） 

 

▼産後 2 週間健診及び産後 1 か月健診

の費用助成と、エジンバラ質問紙票を

活用した面談により、産後うつの早期

発見と早期介入、関係機関との連携を

図る。 

産後１か

月前後ま

での産婦 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 ●  ● ●   ●   

母子保健事業 

（産後ケア） 

 

▼産後１年未満の母子への育児支援の

から家庭やその他の様々な問題点を察

知し、必要な支援につなげる。 

産後１年

未満の母 

子 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 

●  ● ●   ●   
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母子保健事業 

（乳幼児健診） 

 

▼1 か月健診を実施する医療機関が診

察の際に保護者や家族の子育て環境や

異変に気づき、町に報告する。 

▼4、7、10、13か月児、1歳 6か月児、

3歳児、5歳児健診にて、保護者や家族

との面談時に、子育てやその環境にお

ける問題や異変に気づき、必要に応じ

て関係機関につなげる。 

1、4、7、10

、13か月児

、1 歳 6 か

月児、3 歳

児、5 歳児

と そ の 保 

護者 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 

●  ● ●   ●   

子育て総合支援事業 

（妊産婦・新生児等訪問指

導等） 

 

▼全妊産婦と新生児、乳幼児の相談・訪

問を実施しすることで、母子の健康保

持増進を支援し、産後うつや育児スト

レスの早期発見・予防し、必要時、関係

機関との連携を図る。 

妊産婦新 

生児等 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 ●  ● ●   ●   

子育て総合支援事業 

（乳幼児健康相談・栄養相

談） 

 

▼保健師・助産師・栄養士による（来所・

電話・訪問含む）親子の健康相談、発達

相談を実施し、子育てやその環境にお

ける問題や異変に気づくことで、必要

時関係機関と連携し、親の自殺リスク

の軽減につなげる。 

乳幼児期

にある保 

護者 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 
●   ●      

子育て総合支援事業 

（離乳食教室） 

 

▼離乳食の講義や調理実習を通して、

親子の悩みを聞き取る機会となり、家

庭内の問題点について察知し、必要な

支援先につなげる。 

4か月児～

1歳 6か月 

児の保護 

者 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 
●   ●  ●    

子育て総合支援事業 

（ブックスタート事業） 

 

▼4か月児健診にて絵本を配布。絵本の

読み聞かせについての意義を説明する

機会を持つ中で、家庭内の問題点につ

いて察知し、必要な支援先につなげる。 

4か月児の 

保護者 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 
●   ●  ●    

子育て総合支援事業 

（つどいの広場事業） 

 

▼就学前の子をもつ保護者と子どもに

対し、支援の場の提供や遊び場の開放、

相談、子育てに関する講話の機会を提

供し、家庭を含めた様々な問題点を察

知し、必要な支援につなげる。 

就学前の

子どもと

その保護 

者 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 ●   ●  ●    

子育て総合支援事業 

（要保護児童対策協議会） 

 

▼要保護児童、特定妊婦、児童虐待を受

けている子どもが必要な相談支援を受

けられるよう関係機関との連携と情報

共有と支援の検討を行う。 

要保護児 

童 

特定妊婦 

虐待児 

保健福祉課 

保健福祉 G 
●   ● ● ●    

こどもを産

み育てるた

め経済支援 

不妊症治療費補助事業助成

不妊症に係る治療費の助成 
（保険適用分の自己負担額） 

（先進医療分の自己負担額） 

▼不妊治療に関する相談や治療におけ

る経済的支援を実施し、不妊にかかる

問題状況の聞き取りの中から、様々な

問題について察知し、必要な支援先に

つなげる。 

妊娠を希 

望する夫 

婦 

保健福祉課 

保健福祉 G 

保健係 ● ●  ●   ●   

児童手当支

給事業 

児童手当支給事業 

児童扶養手当受付窓口 

▼家族との離別・死別を経験している

方は自殺のリスクが高まる場合があ

り、扶養手当の受付事務の機会を自殺

のリスクを抱えている可能性がある方

の接触窓口として活用する。 

対象者 保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 ●   ● ● ● ●   

医療費助成

事業 

重度・ひとり親・乳幼児医

療費等助成事業重度・ひと

り親・乳幼児医療費の助成 

▼重度・ひとり親・乳幼児医療費の申請

や助成時に相談等の機会が確保でき

る。 

支給対象 

者 

住民生活課 

生活環境 G 

国保医療係 

   ●  ● ●   

特別養護老

人ホーム改

修事業 

65歳以上で経済的理由等に

より自宅での生活が困難な

高齢者への入所 

▼老人ホームへの入所手続きの中で、

当人や家族等と接触の機会があり、問

題状況等の聞き取りができれば、家庭

での様々な問題について察知し、必要

な支援先につなげる。 

対象者 保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 ●   ●    ●  

権利擁護の

仕組みづく

り 

安心生活センターとの情報

共有 

福祉サービス等の相談受付 

▼判断能力に不安を抱える方の中に

は、精神疾患や知的障害などを有し、自

殺のリスクが高い方も含まれる可能性

があるため、当事者と接触する機会の

中で自殺のリスクが高い人の情報を共

有し、支援につなげる。 

全町民 保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●   ● ● ● ● ●  

高齢者への

総合相談 

高齢者からの相談におい

て、各種サービスの案内や

関係機関への取次ぎを行い

課題を解決 

▼相談内容から精神疾患等が疑われる

場合は専門機関への紹介や担当部署と

の連携を図る。 

 

高齢者 地域包括 

●  ● ●   ● ● ● 
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地域包括支

援センター

の運営 

要支援者への支援及び地域

ケア会議の運営 

▼要支援者へのマネジメントや地域ケ

ア会議での困難事例検討において自殺

リスクの高い方の情報等を把握し、関

係機関への紹介や担当部署との連携を

図る。 

要支援・

要介護高 

齢者 

地域包括 

● ● ● ●   ● ● ● 

認知症サポ

ーター養成

講座 

誰もが安心して暮らせる地

域づくりを目指して、認知

症についての正しい知識を

持ち、認知症の人や家族を

応援する認知症サポーター

の養成 

▼様々な職種や町民を対象に認知症に

ついて正しい理解を深め、認知症の人

やその家族を温かく見守り応援する認

知症サポーターを養成する。 

認知症高

齢者及び

その家族 

地域包括 

● ● ● ●  ● ● ● ● 

認知症カフ

ェ 

認知症の当事者やその家

族、認知症に関心のある方、

従事者など地域で認知症に

関心を持つ住民が気軽に集

える場を開設することによ

り気分転換や情報交換の機

会の提供 

▼認知症の当事者やその家族と従事者

が悩みを共有し、情報交換を行うこと

で参加者のストレス軽減の場とする。 

認知症の

当事者、

その家族

及び従事 

者 

 

地域包括 

● ● ● ●  ● ● ● 

 

● 

 

元気あっぷ

サポーター

養講座 

住民同士の支え合いの場を

設け、介護予防を推進する

ため、地域単位で開催され

るサロンの運営人材の育成 

▼精神的に不安定など気になる高齢者

を従事者が発見した時に情報提供して

もらい、早期に自殺の原因になる情報

をキャッチする。 

サロン参

加高齢者

及びその 

従事者 

地域包括 

● ● ● ●  ● ● ● ● 

高齢者虐待

防止ネット

ワークの運

営 

地域包括支援センターや介

護保険事業所、保健所、民

生委員などの関係機関で構

成するネットワーク構成員

において虐待の早期発見に

努め、高齢者や養護者への

支援 

▼高齢者ケアを行う家族の負担が大き

い場合は、共倒れが生じる危険性があ

るため、ネットワーク構成員により、懸

念のある世帯の情報を提供してもらい

早期介入を行う。 

高齢者虐

待防止ネ

ットワー

ク構成員 

地域包括 

● ● ● ●  ● ● ● 

 

● 

 

SOS ネットワ

ークの運営 

認知症等により徘徊が懸念

される高齢者の情報を予め

登録し、徘徊発生時に警察

や消防、介護保険事業所等

で構成するネットワーク構

成員に情報提供し行方不明

高齢者の早期発見 

▼認知症のケアをする家族にかかる負

担は大きなものがあり、介護の中で共

倒れに至る危険性があるため、懸念の

ある世帯については、担当部署と情報

共有のうえ、異変があった際は早期介

入を行う。 

SOSネット

ワーク構 

成員 

地域包括 

● ● ● ●  ● ● ● ● 

障害福祉計

画策定・管理

事業 

障害者計画及び障害福祉計

画の進行管理を次期障害者

計画、障害福祉計画及び障

害児福祉計画の策定 

▼障害者福祉事業と自殺対策事業との

連携可能な部分の検討を進めることに

より、両事業のさらなる連携の促進を

図る。 

障がい者 保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●     ● ● ●  

障害児支援

に関する事

務 

児童発達支援、医療型児童

発達支援、放課後等デイサ

ービス、保育所等訪問支援、

障害児相談支援 

▼障がい児を抱えた保護者への相談支

援の提供は、保護者に過度な負担が掛

かるのを防ぎ、結果として保護者の自

殺リスクの軽減にもつなげる。 

障がい者 

家族等 

保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●   ● ● ● ● ●  

訓練等給付

に関する事

務 

自立訓練・就労移行支援・

就労継続支援A型B型・共同

生活援助等の訓練給付 

▼障がい者の抱える様々な問題に気づ

き、適切な支援先へとつなげる上での

最初の窓口となり、自殺リスクの軽減

につなげる。 

障がい者 

家族等 

保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●   ●  ● ● ●  

障害者相談

員による相

談業務 

行政より委託した障害者相

談員による相談業務 

▼各種障がいを抱えて地域で生活して

いる方は、生活上の様々な困難に直面

する中で、自殺のリスクが高まる場合

もあり、察知・把握したときに適切な支

援先につなぐ等、相談員がつなぎ役と

しての役割を担う。 

障がい者 

家族等 

保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●    ● ● ●   

発達障害相

談センター

の相談事業 

発達障害のある方とその家

族・支援者からの相談対応 

▼発達障害を抱えた人や家族は、日常

生活で様々な生きづらさを抱え、自殺

リスクの高い方もおり、相談の機会が

あることで、相談者の抱える問題を把

握し、適切な支援機関につなぐ機会と

する。 

対象児家 

族等 

保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●    ● ● ●   

障害者基幹

相談支援セ

ンター事業 

障がい者等の福祉に関する

様々な問題について障害者

（児）及びその家族等から

の相談に応じ、必要な情報

の提供及び助言その他の障

害福祉サービスの利用支援

等、必要な支援を行う。加

▼委託先のセンターで相談対応にあた

る職員との情報交換の中で、問題を抱

えている場合には適切な窓口へつなぐ

等、職員の相談対応の強化につなげる。 

障がい者 

家族等 

保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 

●   ● ● ● ●   
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えて、関係機関との連絡調

整、その他障がい者等の権

利擁護のために必要な、相

談支援の基幹となる相談支

援センターを運営 

民生委員・児

童委員事務 

民生委員・児童委員による

地域の相談・支援 

▼民生委員・児童委員には、同じ住民と

いう立場から気軽に相談できるという

強みがあるため、地域で困難を抱えて

いる人に気づき、適切な相談機関につ

なげる上で、地域の最初の相談窓口と

なる。 

全町民 保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●    ● ● ● ●  

保護司会補

助金 

 

地域の保護司会の健全な運

営を図るため、各保護司会

に対し補助金を支給 

▼犯罪や非行に走る人の中には、日常

生活上の問題のほか、家庭や学校の人

間関係にトラブルを抱えており、自殺

のリスクが高い方も少なくないため、

保護司が適切な支援先へとつなぐ等の

対応を取る。 

全町民 保健福祉課 

保健福祉 G 

福祉係 
●    ● ● ●   

地域包括支

援センター

運営事業 

名寄市立総合病院からのリ

ハビリ専門職（理学療養士・

作業療法士）の派遣 

▼専門職が訪問などを行う中で、要支

援高齢者の抱える問題や異変を察知し

た際には、地域包括へ報告を行う。 

要支援高 

齢者 

地域包括 

●  ●  ● ● ● ● 
 

 

 

オ みんなでつくる自立したまち 

事業名 事業概要 自殺対策の取組 

を推進するために行うこと 

主な対象 担当 

課・係 

 

基本施策 重点施策 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

人
材
育
成 

啓
発
と
周
知 

生
き
る
支
援 

児
童
生
徒 

子
ど
も
・
若
者 

成
人
・
就
労
者 

高
齢
者 

災
害
時 

行政の情報

提供・広聴に

関する事務

（広報等に

よる情報発

信） 

・行政に関する情報・生活

情報の掲載と充実 

・ホームページ、防災情報

端末機、Facebook、

Instagramによる情報発

信 

・広報誌等の編集・発行 

▼住民が地域の情報を知る上で最も身

近な情報媒体であり、自殺対策の啓発

として、総合相談会や居場所活動など

の各種事業・支援策などに関する情報

を直接住民に提供する機会とする。 

全町民 企画商工観

光課 

企画 G 

広報統計係 ●  ●      ● 

暮らしの便

利帳の発行 

行政のしくみや役場におけ

る各種手続き方法、助成制

度などの情報のほか、暮ら

しに役立つ生活情報を掲載

し、発行 

▼暮らしの便利帳の中に、様々な生き

る支援に関する相談先の情報を掲載す

ることで、住民に対して情報周知を図

る。 

全町民 企画商工観

光課 

企画 G 

広報統計係 

●  ●   ● ● ●  

広報・公聴活

動事業 

住民からの要請により、職

員が地域に出向いて行政に

関する情報を分かりやすく

伝えるとともに、住民の意

見や提言などを伺いなが

ら、ともにまちづくりを考

えていくために、双方向型

の広報・広聴を行い、住民

の声を行政施策に反映 

▼「ゲートキーパーの役割」や「地域自

殺対策の取組」等をメニューに加える

ことで住民への啓発の機会をつくる。 

全町民 企画商工観

光課 

企画 G 

広報統計係 

● ● ●   ● ● ●  

職員の研修

事業 

全職員を対象とした職員研

修 

▼職員研修に自殺対策に関する研修を

導入する。 

全職員 総務課 

総務 G 
● ●     ●   

適正な課税

と公平な徴

収の推進 

納税相談 ▼納税相談に訪れ、生活面で深刻な問

題を抱えている人に対し、必要に応じ

て他の相談窓口を案内する。 

納税者 住民生活課 

税務 G ●  ● ●      

職員の健康

管理事務 

 

職員の心身健康の保持／健

康相談／健診後の事後指導

/ストレスチェック 

▼職員の心身両面における健康の維持

増進を図る。 

 

全職員 総務課 

総務 G ● ● ● ●   ●   
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第４章 評価指標 

１ 評価指標  

計画の推進における効果検証のために評価指標を設定します。 

（１）自殺対策全体の目標 

 
 

 

 

 

（２）基本施策に対する指標 

（３）重点施策に対する指標 

施策に対する指標 事業内容 
現状 

（令和 5年度） 
目標値 

（令和 10年度） 

①こども・若者に対する自殺対策

の推進 

自殺対策に質する教育及

びSOSの出し方教育の実施 
未実施 年１回以上 

②成人就労者への支援 

・働く人に対する自殺対策の推 

 進 

商工会で実施する中小企

業が行う各事業の機会を

利用して、過労死対策やメ

ンタルヘルス対策の普及

を図る 

未実施 年１回 

・生活困窮者に対する支援と自

殺対策との連動 

民生委員・児童委員におけ

る相談・支援状況に関する

情報交換 
実 施 年１回以上 

相談窓口の周知 実 施 通 年 

③高齢者の自殺対策の推進 地域ケア会議での高齢者

の見守り 
実 施 実 施 

民生委員・児童委員による

声かけ 
実 施 年１回以上 

評価指標 現状値（令和 4年） 目標値（令和 10年） 

自殺者数 3人 0人 

男性自殺者数 3人 0人 

女性自殺者数 0人 0人 

施策に対する指標 事業内容 
現状 

（令和 5年度） 
目標値 

（令和 10年度） 

①地域におけるネットワークの強

化 

自殺対策推進本部会議の

開催 
未実施 年１回 

②自殺対策を支える人材の育成 ゲートキーパー養成講座

の開催 
未実施 年１回 

アンケート回答率 
（自殺対策の理解が深まった） 

― 80％以上 

③住民への啓発と周知 

 

自殺予防に関する情報提

供（町広報、ホームページ、SNS、情報

端末機、かいらん） 
実 施 年 1回 

リーフレットやポスター

の設置 
実 施 通 年 

④生きる事の促進要因への支援 心の健康相談 実 施 年１回以上 

相談機関に関する周知 
（町広報・ホームページ・リーフなど） 

実 施 年１回 

⑤児童生徒の SOS の出し方に関す

る教育 

こどもに関わる各種団体

との連携強化 未実施 年 1回 
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第５章 自殺対策の推進体制 

１ 自殺対策推進体制 

（１）自殺対策推進本部 

町における自殺対策を総合的に実施できるよう庁内関係部署の連携強化を図り、共

通認識を持ちながら具体的な施策・事業の展開に向けた横断的な体制を推進します。 

 

本部長 町長  

副本部長 副町長、教育長  

部 員 

総務課長、企画商工観光課長、住民生活課長、保健福祉課長、農

務課長、建設水道課長、議会事務局長、会計管理者、教育次長、

消防署長 
 

また、上川北部自殺対策連絡協議会、美深町要保護児童対策協議会、地域ケア会議

等、道の自殺対策会議や町、関係機関等による会議との連携を取りながら、自殺対策

の取組を促進するために、顔の見える関係の構築を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

＜想定される関係機関の会議＞ 

上川北部地域自殺対策連絡会議 

美深町要保護児童対策地域協議会 

地域ケア会議 

民生委員協議会 

美深町特別支援連携協議会 など 

＜自殺対策推進本部＞ 

総務課、企画商工観光課、住民生活課、 

保健福祉課、農務課、建設水道課、 

教育委員会、消防署、議会事務局、 

会計管理者 

「ゲートキーパー（門番）」とは、悩んでいる人に気づき、声をかけて話を聞き、必要

な支援につなげ、見守る人のことです。 

家族や仲間の変化

に気づいて声をか

ける 

本人の気持ちを尊

重し、耳を傾ける 

早めに専門家に相

談するように促す 

温かく寄り添いなが

らじっくりと見守る 

気づき 見守り つなぎ 傾聴 

「ゲートキーパー」とは 

＊内閣府ゲートキーパー養成講座研修用テキスト 
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 （相談機関一覧） 
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参考資料 

資料１ 自殺の原因背景について 
（令和 4年中における自殺の状況・厚生労働省自殺対策推進室/警察庁生活安全局安全企画課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料２ 自殺の危険要因イメージ図 

   （いのち支える自殺対策推進センター・厚生労働省資料「市町村自殺対策計画策定の引用」より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

▶失恋 

▶その他交際の悩み 等 

▶生活苦 

▶多重債務 等 

▶学業不振 

▶その他進路の悩み 等 

▶仕事疲れ 

▶職場の人間関係 等 

▶夫婦関係の不和 

▶家族の将来悲観 等 

▶うつ病 

▶身体の病気 等 
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資料３ 自殺のリスクが高まるとき 

（いのち支える自殺対策推進センター） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料４ 三階層自殺対策連動モデル（TISモデル） 

（いのち支える自殺対策推進センター） 
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資料５ 自殺に至るまでの期間について（自殺の 10大危機要因の連鎖図） 
遺族への聞き取り調査から、自殺の危機要因となり得るものは 69個であり、下記の危機要因の連鎖

図（ ）書き内の数字は、危機要因上位 10個と出現した順番の平均値。数値が高い程、追い詰めら

れた状況を示す。（自殺実態白書 2013 NPO法人ライフリンク発行） 
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資料 ６ 自殺予防の十箇条 

（厚生労働省・中央労働災害防止協会） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自殺対策基本法（平成 18年法律第 85号）  

自殺予防の十箇条 

（次のようなサインを数多く認める場合は、自殺の危険が迫っています。早い段階で専門家

に受診させてください） 

 

１  うつ病の症状に気をつける 

２  原因不明の身体の不調が長引く 

３  酒量が増す 

４  安全や健康が保てない 

５  仕事の負担が急に増える 

６  職場や家庭でサポートが得られない 

７  本人にとって価値あるものを失う 

８  重症の身体の病気にかかる 

９  自殺を口にする   

 

                               

 

              引用：厚生労働省・中央労働災害防止協会 

うつ病の身体症状 

１０ 自殺未遂に及ぶ 
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目次  
第１章 総則（第１条―第１１条）  
第２章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第１２条―第１４条）  
第３章 基本的施策（第１５条―第２２条）  
第４章 自殺総合対策会議等（第２３条―第２５条）  
附則 
 
  第一章 総則 
 （目的） 

第１条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している
状況にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処して
いくことが重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定め、及び
国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を定める
こと等により、自殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族
等の支援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の
実現に寄与することを目的とする。 

 
   （基本理念）  
第２条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人とし
て尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすことができ
るよう、その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進するため
の環境の整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなければならな
い。  

２  自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景に
様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならない。 

３  自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、
単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければな
らない。  

４  自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自殺
が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなければな
らない。  

５  自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図ら
れ、総合的に実施されなければならない。 

 
   （国及び地方公共団体の責務）  
第３条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対策
を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

２  地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域
の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。  

３  国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他の
援助を行うものとする。  
 
（事業主の責務）  

第４条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇用す
る労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  
 
（国民の責務）  

第５条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関心を
深めるよう努めるものとする。 
 
 （国民の理解の増進）  

第６条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民の理
解を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。  
 
（自殺予防週間及び自殺対策強化月間）  

第７条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対策の
総合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。  

２  自殺予防週間は９月１０日から９月１６日までとし、自殺対策強化月間は３月とする。  
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３  国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものとし、
それにふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。  

４  国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開するも
のとし、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それにふ
さわしい事業を実施するよう努めるものとする。  
 
（関係者の連携協力）  

第８条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和２２年 法律第２６
号）第１条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第１７条第
１項及び第３項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その他の関係者
は、自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協力するものと
する。  
 
（名誉及び生活の平穏への配慮）  

第９条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名
誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにし
なければならない。  
 
（法制上の措置等）  

第１０条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の
措置を講じなければならない。  
 
（年次報告） 

第１１条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関する報
告書を提出しなければならない。 

 
第２章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等  

（自殺総合対策大綱） 
第１２条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対策の
大綱（次条及び第２３条第２項第１号において「自殺総合対策大綱」 という。）を定めな
ければならない。 
 
 （都道府県自殺対策計画等） 

第１３条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区域内
における自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県 自殺対策計画」とい
う。）を定めるものとする。 

２  市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、
当該市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺対策計
画」という。）を定めるものとする。  
 
（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第１４条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地 域の状況
に応じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都道府
県又は市町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自殺対策
の内容その他の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範囲内で、
交付金を交付することができる。  
 

第３章 基本的施策 （調査研究等の推進及び体制の整備）  
 

第１５条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自殺の
実態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策の在り
方、自殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検証並びに
その成果の活用を推進するとともに、自殺対策について、先進的な取組に関する情報その
他の情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

２  国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整備
を行うものとする。 
 
 （人材の確保等） 
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第１６条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りながら、
自殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。 
 
 （心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第１７条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係る
教育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民の心の
健康の保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。  

２  国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当
たっては、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。  

３  学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連携
を図りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人として
共に尊重し合いながら生きていくことについての意識の涵かん養等に資する教育又は啓発、
困難な事態、強い心理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等のための
教育又は啓発その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る教育又は啓
発を行うよう努めるものとする。 
 
 （医療提供体制の整備）  

第１８条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺のおそ
れがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する者が精
神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において 「精神科医」という。）の診
療を受けやすい環境の整備、良質かつ適切な精神医 療が提供される体制の整備、身体の傷
害又は疾病についての診療の初期の段階に おける当該診療を行う医師と精神科医との適
切な連携の確保、救急医療を行う医 師と精神科医との適切な連携の確保、精神科医とその
地域において自殺対策に係る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関する専門家、民間
の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要な施策を講ずるものとする。 
 
 （自殺発生回避のための体制の整備等）  

第１９条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その他 の
自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を講ずる
ものとする。 
 
 （自殺未遂者等の支援）  

第２０条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未遂者
等への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 
 
 （自殺者の親族等の支援） 

第２１条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼ
す深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために必要な施
策を講ずるものとする。 
 
 （民間団体の活動の支援） 

第２２条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支援等に
関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする。 
 

第４章 自殺総合対策会議等  
（設置及び所掌事務）  

第２３条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」 という。）
を置く。  

２   会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  
一  自殺総合対策大綱の案を作成すること。 
二  自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。  
三  前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺対策
の実施を推進すること。  
 
（会議の組織等）  

第２４条 会議は、会長及び委員をもって組織する。  
２  会長は、厚生労働大臣をもって充てる。  
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３  委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣総
理大臣が指定する者をもって充てる。  

４  会議に、幹事を置く。  
５  幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 
６  幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。  
７  前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。  

 
（必要な組織の整備）  

第２５条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組織の整
備を図るものとする 
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